
山梨県拉致問題等の啓発の推進に関する条例（素案） 

 

（前文を置く） 

 

（目的） 

第１条 この条例は、北朝鮮当局による国家的犯罪行為である日本国民の拉致の問題及び

拉致の可能性を排除できない事案に係る問題（以下「拉致問題等」という。）の啓発の推

進に関し必要な事項を定めることにより、拉致問題等に関する県民の理解の促進及びそ

の解決に向けた気運の醸成を図り、もって拉致問題等の早期解決に資することを目的と

する。 

 

（基本理念） 

第２条 拉致問題等に関する啓発は、拉致問題等が重大な人権侵害であるとの認識の下、

拉致問題等に関する県民の理解を深めることを旨として推進されなければならない。 

 

（県の責務） 

第３条 県は、国、市町村及び関係団体と連携しながら、拉致問題等に関する県民の理解 

の促進を図るための啓発に努めるものとする。 

２ 県は、拉致問題等の早期解決に向け、国等に対し、必要な要請を行うよう努めるもの 

 とする。 

 

（県民の役割） 

第４条 県民は、拉致問題等に関する理解を深めるとともに、県及び市町村が行う拉致問

題等の啓発に関する取組に協力するよう努めるものとする。 

 

 

（職員の理解の促進） 

第５条 知事は、その職員に対し、拉致問題等に関する研修の実施その他の必要な措置を

講ずるよう努めるものとする。 

 

（学校の設置者の役割） 

第６条 学校の設置者は、授業その他の教育活動において、拉致問題等に関する関心及び

理解を深めるため、児童、生徒の発達段階に応じた学習の機会の提供に努めるものとす

る。 

２ 学校の設置者は、教職員に対し、拉致問題等に関する研修の実施その他の必要な措置

を講じるよう努めるものとする。 

 



（北朝鮮人権侵害問題啓発週間） 

第７条 県は、拉致問題その他北朝鮮当局による人権侵害問題への対処に関する法律（平

成１８年法律第９６号）第４条第２項に規定する北朝鮮人権侵害問題啓発週間において、

その趣旨にふさわしい事業を実施するものとする。 

 

（財政上の措置） 

第８条 県は、この条例の目的を達成するため、必要な財政上の措置を講ずるよう努める

ものとする。 

 

（公表） 

第９条 知事は、毎年度、拉致問題等の啓発の推進に関する取組の実施状況を公表するも

のとする。 

 

附則 

この条例は、公布の日から施行する。  


